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 本論文は、国際経営論、とりわけ製品開発の多国籍化に関する実証分析研究と位置づけ
られる。20 世紀半ばに米国で発達した多国籍企業論（直接投資論）は当初、米国の大企業
が本国における強みを活かして生産拠点を国際展開し、現地企業に対する競争優位を確保
する現象を分析してきたが、その後、欧州、日本、新興国などを本国とする多国籍企業に
研究対象が広がり、また生産活動のみならず研究開発（Ｒ＆Ｄ）活動の多国籍化に関する
研究も 1990年代以降活発化した。本論文はそうした研究の流れの中で、日本の代表的な自
動車部品メーカーであるデンソーにおける製品開発活動の多国籍化に焦点を当て、そのグ
ローバル製品開発戦略の比較分析を試みている。より具体的には、①本国拠点で集中開発
するか海外開発拠点を設置するか（本国／海外）という立地選択と、②製品設計を現地市
場のニーズに合わせて現地化するか世界標準設計で対応するか（標準化／現地化）という
設計選択という２軸で多国籍企業の製品開発活動を類型化するのが、本論文の中核的な分
析フレームワークである。またこの枠組に従って、各国開発拠点の「分業・配置」と「連
携・調整」を分析している。 
以下にその概要を記す。本論文は８章構成であり、第１章が問題設定、第２章が既存文
献レビュー、第３章が分析フレームワークの導出、第４章と第５章がデンソーの各国製品
開発拠点の配置に関する事例研究、第６章と第７章が同社の各国・各製品の開発拠点間の
調整や知識移転を行うための本社の活動や制度の特定、そして第８章が全体のまとめであ
る。 
第 1 章では本論文の問題を設定する。多国籍企業のＲ＆Ｄグローバル化に関する国際経
営学の研究が近年盛んであるが、新しい現象であることから、なぜＲ＆Ｄ活動が多国籍化
するのかといった基本的な問題設定や実態記述的な研究が多いとした上で、本論文ではＲ
＆ＤのうちＤにあたる製品開発に分析対象を絞り、①上述のグローバル開発戦略の類型、
②本社開発拠点と海外開発拠点の分業（機能の配置）、③本社・海外開発拠点間の協業プロ
セス（機能の調整）の３点を研究目的と規定している。比較的一般的な科学・技術因果知
識の獲得をめざすＲに対して、Ｄは現地市場・現地工場・本国開発プロセスなどの文脈特
殊的な知識により依存した設計情報の創造であるため、本社と各国拠点の間の緊密な連携
や知識共有が必要とされ、このことが本論文の後半の分析にもつながる。 
以上の問題設定を行った上で、背景的情報として、近年における日本企業の製品開発現
地化の動きを通観し、その中から分析対象として、トヨタ自動車を出自とする日系自動車
部品企業（中間財メーカー）であるデンソーを選び、複数の海外開発拠点を対象とする比
較事例研究を方法論として選択している。本論文は、海外製品開発拠点の存続要因の機能
論的研究のみならず、そうした拠点の形成過程に関する発生論的研究も学術的貢献点であ
ることから、本社および現地の訪問・インタビュー調査に基づく比較事例分析という方法
論は妥当と考えられる。 
第２章は文献レビューである。多国籍企業論の諸研究は、初期には「本国拠点の優位性
活用による生産の多国籍化」が中心であったが、９０年代ごろから徐々に、海外拠点の積
極的な役割を特にイノベーションの面で強調する研究が増えてきたことを指摘し、それと
並行して「Ｒ＆Ｄのグローバル化」に関する研究も欧州等を中心に活発化したとする。ま
た、①海外Ｒ＆Ｄ拠点の類型論（現地市場対応、世界市場対応、現地生産支援、研究など）、
②海外Ｒ＆Ｄ拠点の配置論（Ｒ＆Ｄ活動の海外立地の要因研究）、③海外開発拠点間の調整
論（コントロール、コーディネーション、コミュニケーション、知識移転など）といった
テーマでの既存文献も紹介されている。 
そして、既存文献は、そもそも企業はなぜＲ＆Ｄ機能をグローバル化するのか、既にあ
る海外国際拠点はどんな特徴を持つか、グローバルＲ＆Ｄ化により本社・子会社関係はな
ぜ複雑化するのか、といった基本的な設問に答えてきたが、海外Ｒ＆Ｄ拠点の発生過程、
多国籍企業論と知識マネジメント論の融合、特許データ等の定量分析に加えた詳細な事例
分析といった方向への発展性がなおあり、本論文もその方向での学術的貢献を試みるとし
ている。 
以上を踏まえて、第 3 章では、本論の分析枠組が説明される。基本的案分析フレームワ
ークは前述の通りで、①開発立地における本国集中と海外拠点展開、②製品設計における
グローバル標準設計と現地適応設計、という２軸を組み合わせて２Ｘ２のマトリックスと
し、４類型、すなわち、世界標準設計の製品を本国集中立地で開発する「Ⅰ.本国・標準化」、
本国開発拠点で現地対応設計の製品群を集中的に開発する「Ⅱ.本国・現地化」、本国以外の
海外開発拠点に世界標準製品の開発を任せる「Ⅲ.海外・標準化」、海外拠点でそれぞれの現
地適応設計の製品を開発する「Ⅳ.海外・現地化」を定義する。そして、実際に、それぞれ
の類型に該当する事例が存在することを、日本や韓国の多国籍企業数社（パナソニック、
ソニー、ホンダ、アルプス、ＬＧ、現代自動車など）のインタビュー調査によって具体的
に示している。 
こうした分析枠組を用いて、第 4 章と第 5 章では、デンソーの海外開発拠点６ヶ所の比
較事例分析を行っている。まず第４章では、デンソーにおいて既に製品開発機能が確立し
ている海外拠点として、イタリア（現地企業の買収）、韓国（現地企業との技術提携・合弁・
子会社化）、米国（１００%単独出資）の３例を分析している。 
まず、デンソーという企業の概要説明を行った上で、同社では製品（自動車部品）を標
準志向製品（設計の標準化）とカスタム志向製品（設計の現地化）に分けていること、ま
た同社の意図する基本方針として、標準志向製品では本国集中設計（本国・標準化）が基
本だが、カスタム志向製品では開発活動のある部分を現地拠点で行うことがあること、と
はいえ全体として「本国・標準化」志向が強く、設計の現地化（カスタム志向設計）には
やや消極的であったことが示される。 
その上で４章では、既に現地自動車企業向けの開発機能を持っている既存部品企業を買
収したイタリアと韓国の海外拠点のケースと、１００%単独出資ながら開発機能を内部で育
てた米国拠点のケースが詳細に記述・分析されている。その結果、企業買収や現地開発機
能の形成といった歴史的な要因も作用して、３拠点の開発立地・製品設計のパターンは一
様でないことを明らかにしている。すなわち、単独進出で会社の方針通りの海外開発拠点
の形成が可能であった米国では、標準志向製品は日本本社で集中設計（Ⅰ.本国・標準化）、
カスタム志向製品は海外拠点で設計（Ⅳ.海外・現地化）という本社の基本方針に近い開発
分業（機能配置）が実現しているのに対し、既存企業を買収したイタリア拠点の場合は、
標準志向製品（現地自動車メーカー向け）もカスタム志向製品も現地で開発されているこ
と（Ⅲ.海外・現地化とⅣ.海外・現地化）、韓国拠点も同様で、標準志向部品の一部以外は
海外拠点で開発されていることが明らかにされている。つまり、歴史的な経路依存性によ
り、本社が事前に合理的と考えるパターンとは異なる創発的な海外開発拠点形成が見られ
ることが発生論的に示されている。 
これに対し第５章では、２００８年（リーマンショック）後の新興国市場急拡大の局面
で新たに形成されたデンソーの海外開発拠点の事例として、インド、中国、タイの３国の
比較分析が行われている。まず、海外開発拠点の機能を１０要素に分類し（生産支援、現
地対応設計、情報収集、商品企画、試作、装着対応設計、能動的設計、基本設計、部品評
価、製品評価など）そのうちいくつの機能を持っているかで各拠点の「開発機能形成度」（１
~１０）を測定している。次に、上記３カ国およびデンソー開発拠点の設立経緯、概要、市
場環境・顧客特性、開発機能の形成状況を記述している。 
その上で、製品特性（標準／カスタム）、市場特性（成長／成熟）、競争構造（流動的・
安定的）、顧客特性（既存／新規）といった諸要因が各拠点の「開発機能形成度」に影響し
ているかどうかを、５章で取り上げたインド・中国・タイ（発展途上で開発機能形成度が
やや低い）と、４章で見た韓国・米国・イタリア（開発機能形成度が高い）の６カ国の比
較表で分析している。その結果、製品特性が同様の海外拠点間でも開発機能形成度が異な
ること、市場成長速度や競争流動性と開発機能形成度との関係も一貫していないことから、
海外拠点の開発機能形成度とこれらの現地属性との関係は否定された。一方、主要顧客が
既存顧客（日本企業）でない海外拠点では開発機能が発達している傾向がみられ、新規顧
客依存度が開発機能形成度に影響を与える可能性が示唆された。また、これらの拠点の開
発機能は、必ずしも単一の発展段階をたどるとは限らず、歴史的な経路依存性・創発性の
影響を受けることも示された。以上が、調査対象企業における開発機能の「配置」に関す
る発見事実である。 
続く第 6 章と第 7 章は、グローバル製品開発における本社と海外開発拠点の間の連携調
整に関する考察である。第６章は、そうした拠点間調整や知識移転を促進する本社の側の
プロジェクト組織として、新興国市場向けの設計をミッションとする Denso Project for 
Emerging Market (DP-EM)の形成過程（リーマンショック後の赤字決算への対応）、機能
（新興国向け製品のベンチマーク、新興国市場のエンドユーザー調査、新興国対応の先行
技術開発、受注活動など）、成果（新興国向け新製品群の開発、設計の小型軽量化・簡素化
など）を分析している。 
このように、本社主導の時限プロジェクト（2009~12 年）であった DP-EM によって、
現地顧客・現地国営業・現地テクニカルセンター・本社の間のコミュニケーションチャン
ネルが確立し、新興国の海外開発拠点と本社の間の連携調整が強化された。とくに、新興
国市場の、とりわけエンドユーザーと本社の間の情報隘路や、現地営業と現地開発の間の
情報経路の混乱（窓口の不明確さ）が、これによって改善されたと本論文は論じる。 
第 7 章は、本社と海外開発拠点の間の知識移転・知識共有を促進する方策として、逆駐
在員制度を分析している。暗黙性・文脈依存性の高い製品開発知識を本社と海外拠点の間
で共有するには、当該企業特殊的な開発プロセスや技術ノウハウに関する本社の技術知識
や、現地市場に近い現地拠点が持つ市場知識を双方向的に移転するプロセスが必要である。
一つの方策は、そうした文脈依存的な知識を体得した本社開発人材を海外開発拠点に駐在
させること（expatriate）であるが、逆に、海外拠点の現地人材を本社に駐在させる「逆駐
在員制度(inpatriate)」も、そうした文脈依存的な本社の技術知識を現地人材が吸収するメ
カニズムとして有効といわれる。しかも、駐在と逆駐在は、単に知識移転の方向が逆であ
るという以上の非対称性を持つことが知られている。 
この章では、逆駐在制度に関する1980年代以来の日本や海外の文献レビューを踏まえて、
デンソー・インドにおける現地エンジニア主導の製品開発（現地自動車企業の低価格車向
けワイパー・システム）、および米国拠点の現地向け製品開発（ピックアップトラック向け
部品）における現地人エンジニアの本社開発部門への逆駐在の事例を分析している。こう
した逆駐在によって、現地開発拠点の現地人エンジニアが本社の技術知識と現地の市場知
識を融合する連結ピンの役割を果たすこと、これにより本社と現地拠点の双方向的な知識
移転が促進されることが確認された。 
第 8 章は全体のまとめである。まず、ここまでの章を振り返った上で、第 3 章で提示し
た開発立地と製品設計の２ｘ２マトリックスをデンソーの事例分析（４~７章）に適用した。
具体的には、たとえばデンソーの従来の全社開発方針は「Ⅰ.本国・標準化」志向であった
こと（第 4章）、本社主導の新興国向け技術開発プロジェクトであった DP-EMは「Ⅱ.本国・
現地化」の例と解釈できること（第 6章）、韓国拠点では最近は標準志向製品の開発すなわ
ち「Ⅲ.海外・標準化」が進んでいること、インド拠点での低価格車向け部品開発は新興国
向けの「Ⅳ.海外・現地化」の発展系であること（第７章）が示唆された。 
また、同じマトリックスを使って、グローバル製品開発における開発立地・製品設計戦
略には一つの進化経路があるという可能性を検討している。具体的には、市場の国際化→
生産拠点の多国籍化→開発拠点の多国籍化→海外開発拠点の能力向上という順に製品開発
のグローバル化が進むと仮定した場合、とりわけ海外進出が独資進出という比較的に制御
しやすい形態をとるときに、企業の開発戦略は「Ⅰ.本国・標準化→Ⅱ.本国・現地化→Ⅳ.
海外・現地化→Ⅲ.海外・標準化」という経路を辿るという仮説がここで示された。しかし
ながら、既に製品開発能力を持つ海外企業を買収した場合などは、この順序を飛ばして「Ⅰ.
本国・標準化→Ⅳ.海外・現地化」あるいは「Ⅰ.本国・標準化→Ⅲ.海外・標準化」といった
経路になりやすいこと、あるいは競争状況の変化によっては逆方向への移動もありうるこ
とが、本論文の事例によっても示唆されており、これらの分析は今後の課題とみられる。
最後に、本研究の意義と課題を論じて本論文は終結している。 
以上のような概要の論文であるが、その評価は以下の通りである。まず、製品開発拠点
のグローバル化という、比較的近年において活発化した経営現象に対して、既存文献の広
範なサーベイを踏まえて、一貫した分析枠組（開発立地と製品設計の戦略マトリックス）
を用いて、一企業の複数の海外開発拠点の比較事例分析を行っており、国際経営論のこの
領域における既存研究の流れに対して、もう一歩踏み込んだ研究になっている点が評価で
きる。また、単に既存の研究開発拠点の事後的な記述や機能分析に留まらず、それらはど
のような経路で形成されてきたかを、発生論的な見地から動態的に分析しており、歴史的
な経路依存性により、そうした製品開発グローバル化のパターンがときに創発的であるこ
とを、詳細な実証分析を通じて示したことも、既存研究に対する貢献点といえよう。 
他方で、課題も指摘される。まず、本論文の表題は「グローバル製品開発のマネジメン
ト」であるが、ここでは開発拠点立地の選択（本国集中／海外展開）と海外市場向け製品
設計の選択（現地適応化／世界標準化）という二点に集中したグローバル製品開発戦略論
となっており、より具体的な製品開発プロセスの拠点間連携や多国籍開発プロジェクトの
リーダーシップなど、グローバル製品開発マネジメントの他の重要な側面に関する幾つか
の分析は十分とはいえない。また、本論文は R&D(研究開発)のうち D（製品開発）に焦点
を絞っているが、D の海外開発拠点の配置・調整問題が、R の場合とどのように異なるの
かに関する、より根源的な考察も必要であろう。最終章で示された製品開発戦略の進化段
階論も、背後にあるロジックへの洞察や実際の事例の蓄積が十分でなく、今後の課題であ
る。本論文で応用された分析枠組や諸概念も、さらなる練成が必要な部分が散見されると
審査委員会でも指摘された。 
以上のように課題も残るが、同一企業の複数開発拠点の比較ケーススタディを通じて、
国際経営論に新たな論点をもたらす動態的かつ地域横断的な枠組を提示した点で、学界へ
の貢献が十分に認められる論文であり、審査委員会は、これを本学課程博士論文として十
分な水準のものと認めることで合意した。        
以上 
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